




















　これに対して，韓国では，2016 年から 2017 年にかけて，朴槿恵（パク・クネ）大統領の職権乱
用・機密文書漏洩・収賄疑惑などに抗議して，「ろうそく革命」と呼ばれる大統領退陣を求める国
















（1）　2020 年現在，韓国は，ILO が全加盟国に批准を求める，中核的労働基準を定めた ILO 基本条約（4 分野・8 条約）
のうち，結社の自由及び団結権の保護に関する条約（第 87 号），団結権及び団体交渉についての原則の運用に関する条約
































し，20 代から 30 代前半の女性の就業率が 2000 年代を通じて高まっていることを発見している。
しかし，他の先進国に比べると，依然として女性の就業率が低い理由として，女性が出産及び育児
のため労働市場から離脱せざるを得ないキャリア中断をあげている。しかしながら，文在寅政権下
の 2017 年から 2018 年にかけて，男女ともに育児休業を取得する人数が急激に増え，女性のキャリ
ア中断の割合が大きく低下している。
　次に，鄭は，1998 年の「IMF 経済危機」から 2007 年と，リーマンショックを挟んだ 2007 年か
特集にあたって（横田伸子）
3
ら 2017 年に時期を 2 つに分けて男女別就業者の産業別構成比の変化を見ている。興味深いことに，
同期間，男性は全産業でほとんど構成比が変わらないのに対し，女性は，IMF 経済危機以降の 10
年間，卸・小売，飲食・宿泊業といった伝統的に女性が多い業種が雇用拡大を牽引してきた。しか









































































（2007 年）後の超短時間パートの増大を中心に」『関西学院大学社会学部紀要』第 128 号
